
令和５年度 決算審査特別委員会 指摘事項について 

１ 新規職員の計画的な採用について 

本市職員は、旧県費負担を除く分野で定員適正化計画に基づき、平成 17 年から

令和２年の 15 年間で約 1300 人の職員定数が削減され、正規職員の削減は限界に達

している。政令市の類似都市平均と比べて人件費率は安定しているものの、正規職

員が少ないことにより、不足するマンパワーを会計年度任用職員及び再任用職員で

補って運営している様子がうかがえる。職員定数が現状維持されれば、定年延長は

新規採用の圧迫要因になりかねないと指摘する。 

よって、年齢構成が偏在しないように計画的な新規職員の採用を実施すること。 

２ 国庫補助事業の有効活用による適切な事業費の確保について 

広大な市域を抱える本市は、公共施設等総合管理計画の推進や道路・河川の整備

など災害に強い都市づくりを推進していくことが求められている。一方、地方自治

体における市債の発行は、主として建設事業費にしか使えないなど地方財政法第５

条で厳しく制限されている中で、本市における市債残高の推移に見る通常債の減少

と臨時財政対策債の増加及び構成比が逆転していることを指摘する。 

よって、今後は国庫補助事業を有効に活用し、適切な事業費を確保すること。 

３ 借地解消・公有財産維持管理事業の一層の推進について 

令和４年度までの借地解消における進捗率は 75.5％であるが、借地解消事業に係

る不用額が昨年度と同様に多額となっていること。また、普通財産における未活用

地や維持管理費の削減が進んでいないことを指摘する。 

よって、借地解消については、補正予算も含め精度の高い予算を計上し、不用額

の削減に努めること。また、アセットマネジメント推進課は各区の区振興課と連携

して、普通財産における未活用地の削減に努めること。 

４ 少子化対策のさらなる推進について 

止まらない少子化に歯止めをかけるために、民生費・次世代育成費の地域少子化

対策強化事業に取り組んでいるが、令和４年の出生数が 5000 人を割り込んだ。 

事業費は前年度と比較すれば増加しているものの、課題の大きさを考慮すると十

分ではなく、若者の結婚への後押しとなるようなものではなかった。あわせて、若

年層に対する家族形成意識の醸成事業では、家族形成への意識の高まりが図られた

との答弁があったが、実施回数・参加者数ともに減少しており広報が不足していた

ことを指摘する。 
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よって、若年層の出会いから結婚へとつなげるための取組が十分に行われていな

かったことから、地域少子化対策強化事業の大幅な拡充を図り、少子化対策を推進

すること。 

５ 旧東田町地下駐車場における跡地利用の検討について 

旧東田町地下駐車場は、令和３年 12 月 30 日で閉鎖したが、利用方法が決まらず

施設が残っているため、光熱水費、設備保守等の維持管理に要する経費、駐車場埋

め戻しの詳細設計に要する経費を支出した。安全性を考慮して埋め戻すという方針

とはいえ、昨今の本市の台風や豪雨による水害に鑑みると、貯留施設や防災シェル

ターなど公共の施設として早い段階で再利用の検討をすべきだったと指摘する。 

よって、町なかの一等地でもある大規模な地下施設の有効な活用について、迅速

に検討を行うこと。 

６ ごみ減量施策について 

以前行われた「ごみ減量天下取り大作戦」の認知度は 25％であった。令和４年度

は、家庭ごみ減量についてガイドブックの全戸配付、説明会等、様々な事業が実施

されたが、市民の周知・認知度の向上につながっているかの評価指標が設定されて

いないことを指摘する。 

よって、意識向上と行動変容につながるよう市民の理解を深め、ごみ減量の推進

に努めること。 

７ 林業振興の推進について 

令和４年度は、台風第 15 号により林道等が被災し、木材搬出ができず生産が伸

び悩んだ。豪雨時に森林の荒廃に起因する可能性がある災害が起こっている状況下

において、森林整備のためのさらなる人材育成と担い手を確保するため森林環境譲

与税が充当されているものの、森林施策に関する総事業費が減額となっていたこと

を指摘する。 

よって、従来の事業費に森林環境譲与税充当分を上乗せした予算措置を行い、森

林環境譲与税の目的を達成する事業を推進すること。 
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